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フランス法における詐害の法的観念について
上　井　長　久
　詐害（fraude）は，策略を弄して，すでに負担する
債務の履行を免れるとか，享有する権利の行使である
が結果的に第三者の利益を損なわせるなどの場合をい
う。租税，関税の脱税（fraude　fiscale）が前者の例
であり，それを法律についての詐害（fraus　leges，
fraude巨la　loi）というが，その法律は強行規定（r6－
gle　ogligatoire）であるのが普通である。これに対し
て，詐害行為取消権（action　paulienne）が後者に該
当し，これを第三者（債権者）の権利についての詐害
（fraus　creditorum，　fraude　aux　droits　des　tiers）とい
う。これについて民法典第1167条第1項は，「債権者
は，その債務老が債権者の権利を詐害して行った諸行
為を自己の名で攻撃することができる」と規定する。
　害意（intention　de　nuire），いたずら（malignit6），
欺購（malveillance）といった心理的状態は詐害には
必ずしも必要としないから，主として法律行為の形成
において起こりうる詐欺（dol，民法典第1116条）と
区別できる。ところで，詐害者が抱く詐害行為の目的
は，一般的に他人に損害を及ぼすためというのではな
く，個人的な利益を追求すことが多い。しかし，その
利益を得ることが違法であってはならない。
　詐害は法律と同じくらい古い。いつの世でも，人々
はその洞察力を駆使して法の目をくぐる。現在それが
少なくなるどころか，逆に法への不服従が一般化して
いるように思われる（G．Ripert，　Le　declin　du　droit，
1949，p．94；J．　Vidal，　Essai　d’une　th60rie　g6n6rale　de
la　fraude　en　dr．　fr．，1957，　p．1．）o
　ジョスラソによれば，「詐害は，その概念の実現と
重要性がすべての者に承認される，そのようなもので
ある。しかし，その意味と適用範囲が暗闇に隠れたま
まである。したがって，それを外に出すには多くの努
力が必要となる。詐害は法の否定そのものであると理
解される。詐害はすべての法規を，たとえ最も重要な
ものであっても，だめにする。すなわち，〈fraus　om－
nia　corrumpit＞（詐害はすべてを腐敗させる）である」
という　（L．Josserand，　Les　mobiles　dans　les　actes　juri－
diques　du　droit　priv6，1928，　no　171．）。
　その法命題は，中世のローマ法の注釈および注解学
派が，ローマの法断片を整理，綜合して立てたもので
あるが，それにとどまらずフランス中世の慣習法にも
浸透し，租税逸脱事件等に適用された。さらに16世紀
にはクジャス（Cujas）により，〈fraus　semper　excep－
ta　videtur＞（詐害は，常に例外とみなされる）という
表現形式が提唱された。それを破殿院が，「詐害は，
すべての法規につき例外を設ける」との法命題に再構
成し，上記のローマ法の命題とともに，両者をほぼ同
じ意味で用いて，法の一般原則にまで高めるに至って
いるといえる　（J．Ghestin，　Trait6　de　droit　civil，　In－
troduction　96n6rale，1977，　no　741，　P．622．　et　s．）。
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